
【留意事項】
　・事業については、国への実績報告との整合を図るため、臨時交付金を充当した事業のみを記載しています。
　・同一の事業に複数の予算を充当するために、予算区分ごとに複数行に分けて実施計画に掲載した事業については、一行にまとめています。
　・年度をまたいで実施した事業については、令和５年度における実績のみ記載しています。

事業の概要 効果・検証

コ
ロ
ナ

物
価
高
騰

1 －
価格高騰重点支
援給付金【低所得
者世帯給付金】

1,054,890,000円

①新型コロナウイルス感染症による影響が続く中、エネルギー・
食料品価格等の物価高騰の負担感が大きい低所得者世帯へ
の負担軽減を図るため、住民税非課税世帯及び家計急変世帯
に対して、給付金（１世帯当たり現金３万円）を支給する。
②住民税非課税世帯及び家計急変世帯への３万円給付にか
かる事業費（扶助費）
③
住民税非課税世帯：扶助費1,051,050千円（35,035世帯×30千
円）
家計急変世帯：扶助費3,840千円（128世帯×30千円）
④住民税非課税世帯（基準日（令和５年６月１日）に世帯全員
の令和５年度分住民税均等割が非課税である世帯）、家計急
変世帯（令和５年１月から同年９月までの家計が急変し、令和５
年度分住民税均等割が非課税である世帯と同様の事情にある
と認められる世帯）

R5.6 R5.11 1,044,390,000円 1,044,390,000円

2 －
価格高騰重点支
援給付金（事務
費）

123,858,000円

①新型コロナウイルス感染症による影響が続く中、エネルギー・
食料品価格等の物価高騰の負担感が大きい低所得者世帯へ
の負担軽減を図るため、住民税非課税世帯及び家計急変世帯
に対して、給付金（１世帯当たり現金３万円）を支給する。
②住民税非課税世帯及び家計急変世帯への３万円給付にか
かる事務費（消耗品費、印刷製本費、光熱水費、電話料、郵便
料、手数料、委託料、使用料、会計年度任用職員の任用に係
る費用）
③
消耗品費500千円、印刷製本費2,927千円、光熱水費7,328千
円、電話料570千円、郵便料10,380千円、手数料7,420千円、
委託料92,822千円、使用料1,100千円、会計年度任用職員の
任用に係る費用（１人）811千円
④住民税非課税世帯（基準日（令和５年６月１日）に世帯全員
の令和５年度分住民税均等割が非課税である世帯）、家計急
変世帯（令和５年１月から同年９月までの家計が急変し、令和５
年度分住民税均等割が非課税である世帯と同様の事情にある
と認められる世帯）

R5.6 R5.11 87,659,609円 87,659,000円 609円

2 － 1

価格高騰重点支
援給付金 （住民
税非課税世帯へ
の７万円給付）
【物価高騰対策給
付金】

【令和６年度へ
繰越】

保護課 2,836,620,000円

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得
の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　R5年度分の住民税非課税世帯39,000世帯×70
千円
事務費　106,620千円
事務費の内容　【需用費（事務用品等）、役務費（郵便送料
等）、業務委託料、使用料及び賃借料として支出】
④R5年度分の住民税非課税世帯（39,000世帯）

対象世帯に対して令和5年
12月までに支給を開始す
る

R5.12 R6.3 2,384,124,317円 2,384,124,000円 317円

①物価高騰の影響に直面する低所得世帯の負担軽減を図るた
め、住民税非課税世帯33,305世帯に対して、給付金を支給した。

②給付金を支給したことにより、物価高騰の影響を受ける低所得
世帯への経済的負担の緩和に繋がった。
　今後も、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響や国・府
の支援策等を踏まえ、支援を検討していく必要がある。

－ 2

低所得者支援給
付金 （住民税均
等割のみ課税世
帯への10万円給
付）【物価高騰対
策給付金】

【令和６年度へ
繰越】

保護課 440,495,000円

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得
の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　R5年度分の住民税非課税世帯4,000世帯×100
千円
事務費　40,495千円
事務費の内容　【需用費（事務用品等）、役務費（郵便送料
等）、業務委託料として支出】
④R5年度分の住民税非課税世帯（4,000世帯）

対象世帯に対して令和６
年2月までに支給を開始す
る

R6.2 R6.3

①物価高騰の影響に直面する低所得世帯の負担軽減を図るた
め、住民税均等割のみ課税世帯2,685世帯に対して、給付金を支
給した。

②給付金を支給したことにより、物価高騰の影響を受ける低所得
世帯への経済的負担の緩和に繋がった。
　今後も、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響や国・府
の支援策等を踏まえ、支援を検討していく必要がある。

－ 3

低所得者支援給
付金 （こども加
算）【物価高騰対
策給付金】

【令和６年度へ
繰越】

保護課 396,238,000円

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得
の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　低所得者の子育て世帯　7,100人（対象児童数）
×50千円
事務費　41,238千円
事務費の内容　【需用費（事務用品等）、役務費（郵便送料
等）、業務委託料として支出】
④低所得者の子育て世帯（4,600世帯（児童7,100人））

対象世帯に対して令和６
年2月までに支給を開始す
る

R6.2 R6.3

①物価高騰の影響に直面する低所得世帯の負担軽減を図るた
め、低所得者の子育て世帯2,452世帯に対して、給付金を支給し
た。

②給付金を支給したことにより、物価高騰の影響を受ける低所得
者の子育て世帯への経済的負担の緩和に繋がった。
　今後も、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響や国・府
の支援策等を踏まえ、支援を検討していく必要がある。

3

令和５年度 寝屋川市地方創生臨時交付金充当事業 実施計画における実施状況及び効果検証について

実施計画記載内容 実施状況及び効果検証

財源内訳実施計画
Ｎｏ

総事業費に
対する執行額

新型コロナウイ
ルス感染症対応
地方創生臨時
交付金

物価高騰対応
重点支援地方
創生臨時交付
金

始期 終期

①物価高騰の影響に直面する低所得世帯の負担軽減を図るた
め、住民税非課税世帯34.685世帯及び家計急変世帯128世帯に
対して、給付金を支給した。

②給付金を支給したことにより、コロナ禍及び物価高騰の影響を
受ける低所得世帯への経済的負担の緩和に繋がった。
　今後も、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響や国・府
の支援策等を踏まえ、支援を検討していく必要がある。

①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

成果目標 財政調整基金
又は一般財源

①実施状況
②効果検証（評価）

支援対象世帯数
41,000世帯

Ｎ
ｏ

事業名
（充当事業）

担当課
総事業費

1 保護課

447円488,829,447円 488,829,000円



事業の概要 効果・検証

コ
ロ
ナ

物
価
高
騰

実施計画記載内容 実施状況及び効果検証

財源内訳実施計画
Ｎｏ

総事業費に
対する執行額

新型コロナウイ
ルス感染症対応
地方創生臨時
交付金

物価高騰対応
重点支援地方
創生臨時交付
金

始期 終期①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

成果目標 財政調整基金
又は一般財源

①実施状況
②効果検証（評価）

Ｎ
ｏ

事業名
（充当事業）

担当課
総事業費

7
8

－
あかつき・ひばり
園給食費の無償
化

1,056,000円

①新型コロナウイルス感染症による影響が続く中、物価高騰の
影響を受ける保護者の経済的負担を軽減するため、市立児童
発達支援センター（あかつき・ひばり園）の給食費を無償化す
る。
②寝屋川市立児童発達支援センター給食費助成金（扶助費）
③扶助費1,056千円（2,200円×120人×４か月）
④市立児童発達支援センター（あかつき・ひばり園）通所児童
　※支援対象に施設職員を含まない。

R5.4 R5.7

33
34

10
あかつき・ひばり
園給食費の無償
化（拡充）

1,320,000円

①物価高騰の影響を受ける保護者の経済的負担を軽減するた
め、市立児童発達支援センター（あかつき・ひばり園）の給食費
を無償化する。
②寝屋川市立児童発達支援センター給食費助成金（扶助費）
③扶助費1,320千円（2,200円×120人×５か月）
④市立児童発達支援センター（あかつき・ひばり園）通所児童
　※支援対象に施設職員を含まない。

R5.8 R5.12

60
61

18
あかつき・ひばり
園給食費の無償
化（拡充②）

792,000円

①物価高騰の影響を受ける保護者の経済的負担を軽減するた
め、市立児童発達支援センター（あかつき・ひばり園）の給食費
を無償化する。
②寝屋川市立児童発達支援センター給食費助成金（扶助費）
③扶助費792千円（2,200円×120人×３か月）
④市立児童発達支援センター（あかつき・ひばり園）通所児童
　※支援対象に施設職員を含まない。

R6.1 R6.3

9
10

－
民間保育所等給
食食材費緊急支
援事業

11,327,000円

①新型コロナウイルス感染症による影響が続く中、物価高騰に
あってもバランスのとれた献立による給食の継続や保護者への
価格転嫁の防止を図るため、市内の民間保育所等に対して緊
急対策として補助を行う。
②物価上昇相当分の補助金
③補助金11,327千円（60施設）
　※各施設における給食費の９％相当額を補助
＜内訳＞
　・保育所（14施設）：8,875,900円×９％×４か月
　・認定こども園（27施設）：20,283,350円×９％×４カ月
　・認可事業所内保育施設（２施設）：201,500円×９％×４カ月
　・認可外保育施設（17施設）：2,100,500円×９％×４カ月
④市内民間保育所、認定こども園、認可事業所内保育施設、
認可外保育施設、保護者

R5.4 R5.7

37
38

11
民間保育所等給
食食材費緊急支
援事業（拡充）

14,158,000円

①物価高騰にあってもバランスのとれた献立による給食の継続
や保護者への価格転嫁の防止を図るため、市内の民間保育所
等に対して緊急対策として補助を行う。
②物価上昇相当分の補助金
③補助金14,158千円（60施設）
　※各施設における給食費の９％相当額を補助
＜内訳＞
　・保育所（14施設）：8,875,900円×９％×５か月
　・認定こども園（27施設）：20,283,350円×９％×５カ月
　・認可事業所内保育施設（２施設）：201,500円×９％×５カ月
　・認可外保育施設（17施設）：2,100,500円×９％×５カ月
④市内民間保育所、認定こども園、認可事業所内保育施設、
認可外保育施設、保護者

R5.8 R5.12

62
63

19
民間保育所等給
食食材費緊急支
援事業（拡充②）

8,495,000円

①物価高騰にあってもバランスのとれた献立による給食の継続
や保護者への価格転嫁の防止を図るため、市内の民間保育所
等に対して緊急対策として補助を行う。
②物価上昇相当分の補助金
③補助金8,495千円（60施設）
　※各施設における給食費の９％相当額を補助
＜内訳＞
　・保育所（14施設）：8,875,900円×９％×３か月
　・認定こども園（27施設）：20,283,350円×９％×３カ月
　・認可事業所内保育施設（２施設）：201,500円×９％×３カ月
　・認可外保育施設（17施設）：2,100,500円×９％×３カ月
④市内民間保育所、認定こども園、認可事業所内保育施設、
認可外保育施設、保護者

R6.1 R6.3

子育て支援課
給食費支援対象児童数
120人 1,537,000円

14,553,000円

物価高騰にあってもバラン
スのとれた献立による給食
を継続できた施設数　民間
保育所等60施設

保育課

4

5

①給食費自己負担分について、利用児童125人に対して給食費
の無償化を実施した。

②給食費の無償化を行うことにより、コロナ禍及び物価高騰の影
響を受ける子育て世代の経済的負担の緩和に繋がった。
　今後も、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響や国・府
の支援策等を踏まえ、支援を検討していく必要がある。

①市内の民間保育所等46施設に対し、物価上昇に伴う給食食材
費増額分の支援を実施した。

②給食食材費の物価上昇相当分を支援することにより、物価高騰
にあっても、安全で安心な給食を継続し、児童においしく栄養バ
ランスの取れた給食を提供することができた。
  今後も、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響や国・府
の支援策等を踏まえ、支援を検討していく必要がある。

512,000円 635,040円

25,768,296円 4,851,000円 6,364,296円

2,684,040円



事業の概要 効果・検証

コ
ロ
ナ

物
価
高
騰

実施計画記載内容 実施状況及び効果検証

財源内訳実施計画
Ｎｏ

総事業費に
対する執行額

新型コロナウイ
ルス感染症対応
地方創生臨時
交付金

物価高騰対応
重点支援地方
創生臨時交付
金

始期 終期①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

成果目標 財政調整基金
又は一般財源

①実施状況
②効果検証（評価）

Ｎ
ｏ

事業名
（充当事業）

担当課
総事業費

11
12

－
私立幼稚園給食
食材費緊急支援
事業

1,585,000円

①新型コロナウイルス感染症による影響が続く中、物価高騰に
あってもバランスのとれた献立による給食の継続や保護者への
価格転嫁の防止を図るため、市内の私立幼稚園に対して緊急
対策として補助を行う。
②物価上昇相当分の補助金
③補助金1,585千円（4施設）
　※各施設における給食費の９％相当額を補助
＜内訳＞
　・幼稚園（４施設）：4,400,650円×９％×４か月
④市内私立幼稚園、保護者

R5.4 R5.7

41
42

12
私立幼稚園給食
食材費緊急支援
事業（拡充）

1,981,000円

①物価高騰にあってもバランスのとれた献立による給食の継続
や保護者への価格転嫁の防止を図るため、市内の私立幼稚園
に対して緊急対策として補助を行う。
②物価上昇相当分の補助金
③補助金1,981千円（4施設）
　※各施設における給食費の９％相当額を補助
＜内訳＞
　・幼稚園（４施設）：4,400,650円×９％×５か月
④市内私立幼稚園、保護者

R5.8 R5.12

64
65

20
私立幼稚園給食
食材費緊急支援
事業（拡充②）

1,189,000円

①物価高騰にあってもバランスのとれた献立による給食の継続
や保護者への価格転嫁の防止を図るため、市内の私立幼稚園
に対して緊急対策として補助を行う。
②物価上昇相当分の補助金
③補助金1,189千円（4施設）
　※各施設における給食費の９％相当額を補助
＜内訳＞
　・幼稚園（４施設）：4,400,650円×９％×３か月
④市内私立幼稚園、保護者

R6.1 R6.3

13
14

－
民間保育所等給
食費の無償化

70,931,000円

①新型コロナウイルス感染症による影響が続く中、物価高騰の
影響を受ける保護者の経済的負担を軽減するため、市立保育
所の給食費を無償化するとともに、民間保育所等に対し、無償
化に係る費用について補助を行う。
②無償化する給食費相当額の補助金
③補助金70,931千円（60施設・3284人）（４か月）
＜内訳＞
　・全額無償化：6,300円×2,627人×４か月
　・副食費免除者：1,800円×657人×４か月
④本市の児童が在籍する民間保育所、認定こども園、認可事
業所内保育施設、認可外保育施設又は市外の民間保育所、
認定こども園、認可事業所内保育施設、認可外保育施設に在
籍する児童

R5.4 R5.7

43
44

13
民間保育所等給
食費の無償化（拡
充）

88,664,000円

①物価高騰の影響を受ける保護者の経済的負担を軽減するた
め、市立保育所の給食費を無償化するとともに、民間保育所等
に対し、無償化に係る費用について補助を行う。
②無償化する給食費相当額の補助金
③補助金88,664千円（60施設・3284人）（５か月）
＜内訳＞
　・全額無償化：6,300円×2,627人×５か月
　・副食費免除者：1,800円×657人×５か月
④本市の児童が在籍する民間保育所、認定こども園、認可事
業所内保育施設、認可外保育施設又は市外の民間保育所、
認定こども園、認可事業所内保育施設、認可外保育施設に在
籍する児童

R5.8 R5.12

66
67

21
民間保育所等給
食費の無償化（拡
充②）

53,830,000円

①物価高騰の影響を受ける保護者の経済的負担を軽減するた
め、市立保育所の給食費を無償化するとともに、民間保育所等
に対し、無償化に係る費用について補助を行う。
②無償化する給食費相当額の補助金、会計年度任用職員の
任用に係る費用）
③補助金53,199千円（60施設・3,284人）（３か月）、会計年度任
用職員の任用に係る費用）（１人）631千円
＜補助金内訳＞
　・全額無償化：6,300円×2,627人×３か月
　・副食費免除者：1,800円×657人×３か月
④本市の児童が在籍する民間保育所、認定こども園、認可事
業所内保育施設、認可外保育施設又は市外の民間保育所、
認定こども園、認可事業所内保育施設、認可外保育施設に在
籍する児童

R6.1 R6.3

保育課

6

7

給食費支援対象数
民間保育所等60施設、市
外施設へ通う児童（市内外
含み3284人）

97,120円

①市内の民間保育所等47施設及び市内在住で市外施設へ通う
児童の保護者（90人）に対し、給食費の無償化を実施した。

②給食費の無償化を行うことにより、コロナ禍及び物価高騰の影
響を受ける子育て世代の経済的負担の緩和に繋がった。
 今後も、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響や国・府
の支援策等を踏まえ、支援を検討していく必要がある。

①市内の私立幼稚園１施設に対し、物価上昇に伴う給食食材費
増額分の支援を実施した。

②給食食材費の物価上昇相当分を支援することにより、物価高騰
にあっても、安全で安心な給食を継続し、児童においしく栄養バ
ランスの取れた給食を提供することができた。
 　今後も、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響や国・府
の支援策等を踏まえ、支援を検討していく必要がある。

35,598,000円 52,506,608円

393,120円

193,643,608円 105,539,000円

物価高騰にあってもバラン
スのとれた献立による給食
を継続できた施設数　私立
幼稚園４施設

保育課 222,000円 74,000円



事業の概要 効果・検証

コ
ロ
ナ

物
価
高
騰

実施計画記載内容 実施状況及び効果検証

財源内訳実施計画
Ｎｏ

総事業費に
対する執行額

新型コロナウイ
ルス感染症対応
地方創生臨時
交付金

物価高騰対応
重点支援地方
創生臨時交付
金

始期 終期①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

成果目標 財政調整基金
又は一般財源

①実施状況
②効果検証（評価）

Ｎ
ｏ

事業名
（充当事業）

担当課
総事業費

15
16

－
私立幼稚園給食
費の無償化

17,353,000円

①新型コロナウイルス感染症による影響が続く中、物価高騰の
影響を受ける保護者の経済的負担を軽減するため、私立幼稚
園に対し、無償化に係る費用について補助を行う。
②無償化する給食費相当額の補助金
③補助金17,353千円（4施設・913人）（４か月）
＜内訳＞
　・全額無償化：5,200円×822人×４か月
　・副食費免除者：700円×91人×４か月
④本市の児童が在籍する私立幼稚園又は市外の私立幼稚園
に在籍する児童

R5.4 R5.7

45
46

14
私立幼稚園給食
費の無償化（拡
充）

21,691,000円

①物価高騰の影響を受ける保護者の経済的負担を軽減するた
め、私立幼稚園に対し、無償化に係る費用について補助を行
う。
②無償化する給食費相当額の補助金
③補助金21,691千円（4施設・913人）（５か月）
＜内訳＞
　・全額無償化：5,200円×822人×５か月
　・副食費免除者：700円×91人×５か月
④本市の児童が在籍する私立幼稚園又は市外の私立幼稚園
に在籍する児童

R5.8 R5.12

68
69

22
私立幼稚園給食
費の無償化（拡充
②）

13,015,000円

①物価高騰の影響を受ける保護者の経済的負担を軽減するた
め、私立幼稚園に対し、無償化に係る費用について補助を行
う。
②無償化する給食費相当額の補助金
③補助金13,015千円（4施設・913人）（３か月）
＜内訳＞
　・全額無償化：5,200円×822人×３か月
　・副食費免除者：700円×91人×３か月
④本市の児童が在籍する私立幼稚園又は市外の私立幼稚園
に在籍する児童

R6.1 R6.3

17
18

－
小学校給食食材
費緊急支援事業

15,929,000円

①新型コロナウイルス感染症による影響が続く中、物価高騰に
あってもバランスのとれた献立による給食を継続するため、小学
校給食食材費に対する緊急支援を行う。
②物価上昇相当分の賄材料費、補助金
③賄材料費15,909千円、補助金（アレルギー疾患により自宅か
ら昼食を持参している世帯への対応）20千円
＜内訳＞※支出科目ごとに端数切上げ
　・賄材料費、補助金
　　400円×9,955人×４か月
④市立小学校に通う児童
　※支援対象に教職員を含まない。

R5.4 R5.7

49
50

15
小学校給食食材
費緊急支援事業
（拡充）

18,197,000円

①物価高騰にあってもバランスのとれた献立による給食を継続
するため、小学校給食食材費に対する緊急支援を行う。
②物価上昇相当分の賄材料費、補助金
③賄材料費18,175千円、補助金（アレルギー疾患により自宅か
ら昼食を持参している世帯への対応）22千円
＜内訳＞※支出科目ごとに端数切上げ
　・賄材料費、補助金
　　200円×10,110人×１か月（８月）
　　400円×10,110人×４か月（９月～12月）
④市立小学校に通う児童
　※支援対象に教職員を含まない。

R5.8 R5.12

70
71

23
小学校給食食材
費緊急支援事業
（拡充②）

12,133,000円

①物価高騰にあってもバランスのとれた献立による給食を継続
するため、小学校給食食材費に対する緊急支援を行う。
②物価上昇相当分の賄材料費、補助金
③賄材料費12,118千円、補助金（アレルギー疾患により自宅か
ら昼食を持参している世帯への対応）15千円
＜内訳＞※支出科目ごとに端数切上げ
　・賄材料費、補助金
　　400円×10,110人×３か月（１月～３月）
④市立小学校に通う児童
　※支援対象に教職員を含まない。

R6.1 R6.3

保育課

施設給食課9

8

物価高騰にあってもバラン
スのとれた献立による給食
を継続できた児童数
10,110人

①市内の小学校児童10,110人の保護者に対し、物価上昇に伴う
給食食材費増額分の支援を実施した。

②給食食材費の物価上昇相当分を支援することにより、物価高騰
にあっても、安全で安心な学校給食を継続し、児童においしく栄
養バランスの取れた給食を提供することができた。
　今後も、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響や国・府
の支援策等を踏まえ、支援を検討していく必要がある。

8,167,000円44,113,902円 22,972,000円 12,974,902円

①市内の私立幼稚園４施設及び市内在住で市外施設へ通う児童
の保護者（44人）に対し、給食費の無償化を実施した。

②給食費の無償化を行うことにより、コロナ禍及び物価高騰の影
響を受ける子育て世代の経済的負担の緩和に繋がった。
  今後も、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響や国・府
の支援策等を踏まえ、支援を検討していく必要がある。

給食費支援対象数
私立幼稚園4施設、市外施
設へ通う児童（市内外含み
913人）

43,910,884円 23,760,000円 7,920,000円 12,230,884円



事業の概要 効果・検証

コ
ロ
ナ

物
価
高
騰

実施計画記載内容 実施状況及び効果検証

財源内訳実施計画
Ｎｏ

総事業費に
対する執行額

新型コロナウイ
ルス感染症対応
地方創生臨時
交付金

物価高騰対応
重点支援地方
創生臨時交付
金

始期 終期①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

成果目標 財政調整基金
又は一般財源

①実施状況
②効果検証（評価）

Ｎ
ｏ

事業名
（充当事業）

担当課
総事業費

19
20

－
小学校給食費の
無償化

116,001,000円

①新型コロナウイルス感染症による影響が続く中、物価高騰の
影響を受ける保護者の経済的負担を軽減するため、小学校給
食費の無償化を行う。
②無償化する給食費相当額の賄材料費、補助金
③賄材料費115,823千円、補助金（アレルギー疾患により自宅
から昼食を持参している世帯への対応）178千円
＜内訳＞※支出科目ごとに端数切上げ
　・賄材料費、補助金
　　29,000千円／月（9,955人から就学援助・生活保護対象を除
く）×４か月
④市立小学校に通う児童
　※支援対象に教職員を含まない。

R5.4 R5.7

51
52

16
小学校給食費の
無償化（拡充）

130,000,000円

①物価高騰の影響を受ける保護者の経済的負担を軽減するた
め、小学校給食費の無償化を行う。
②無償化する給食費相当額の賄材料費、補助金
③賄材料費129,808千円、補助金（アレルギー疾患により自宅
から昼食を持参している世帯への対応）192千円
＜内訳＞※支出科目ごとに端数切上げ
　・賄材料費、補助金
　　10,000千円／月（10,110人から就学援助・生活保護対象を
除く）×１か月（８月）
　　30,000千円／月（10,110人から就学援助・生活保護対象を
除く）×４か月（９月～12月）
④市立小学校に通う児童
　※支援対象に教職員を含まない。

R5.8 R5.12

72
73

24
小学校給食費の
無償化（拡充②）

90,000,000円

①物価高騰の影響を受ける保護者の経済的負担を軽減するた
め、小学校給食費の無償化を行う。
②無償化する給食費相当額の賄材料費、補助金
③賄材料費89,867千円、補助金（アレルギー疾患により自宅か
ら昼食を持参している世帯への対応）133千円
＜内訳＞※支出科目ごとに端数切上げ
　・賄材料費、補助金
　　30,000千円／月（10,110人から就学援助・生活保護対象を
除く）×３か月（１月～３月）
④市立小学校に通う児童
　※支援対象に教職員を含まない。

R6.1 R6.3

11
21
22

－
中学校給食食材
費緊急支援事業

施設給食課 10,250,000円

①新型コロナウイルス感染症による影響が続く中、物価高騰に
あってもバランスのとれた献立による給食を継続するため、中学
校給食食材費に対する緊急支援を行う。
②物価上昇相当分の賄材料費、補助金
③賄材料費10,236千円、補助金（アレルギー疾患により自宅か
ら昼食を持参している世帯への対応）14千円
＜内訳＞※支出科目ごとに端数切上げ
　・賄材料費、補助金
　　500円×5,125人×４か月
④市立中学校に通う生徒
　※支援対象に教職員を含まない。

物価高騰にあってもバラン
スのとれた献立による給食
を継続できた生徒数
5,174人

R5.4 R5.7 8,421,646円 6,631,000円 1,790,646円

①市内の中学校生徒5,174人の保護者に対し、令和５年４月から
令和５年７月までの物価上昇に伴う給食食材費増額分の支援を
実施した。

②給食食材費の物価上昇相当分を支援することにより、物価高騰
にあっても、安全で安心な学校給食を継続し、生徒においしく栄
養バランスの取れた給食を提供することができた。
　今後も、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響や国・府
の支援策等を踏まえ、支援を検討していく必要がある。

12
23
24

－
中学校給食費の
無償化

施設給食課 68,001,000円

①新型コロナウイルス感染症による影響が続く中、物価高騰の
影響を受ける保護者の経済的負担を軽減するため、中学校給
食費の無償化を行う。
②無償化する給食費相当額の賄材料費、補助金
③賄材料費67,880千円、補助金（アレルギー疾患により自宅か
ら昼食を持参している世帯への対応）121千円
＜内訳＞※支出科目ごとに端数切上げ
　・賄材料費、補助金
　　17,000千円／月（5,125人から就学援助・生活保護対象を除
く）×４か月
④市立中学校に通う生徒
　※支援対象に教職員を含まない。

給食費支援対象生徒数
5,174人

R5.4 R5.7 56,373,542円 43,995,000円 12,378,542円

①市内の中学校生徒5,174人の保護者に対し、令和５年４月から
令和５年７月までの給食費の無償化及び給食費助成を実施した。

②学校給食費の無償化や助成により、コロナ禍及び物価高騰の
影響を受ける子育て世代の経済的負担の緩和に繋がった。
　今後も、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響や国・府
の支援策等を踏まえ、支援を検討していく必要がある。

10 施設給食課
給食費支援対象児童数
10,110人

①市内の小学校児童10,110人の保護者に対し、給食費の無償化
及び給食費助成を実施した。

②学校給食費の無償化や助成により、コロナ禍及び物価高騰の
影響を受ける子育て世代の経済的負担の緩和に繋がった。
　今後も、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響や国・府
の支援策等を踏まえ、支援を検討していく必要がある。

323,549,736円 165,595,000円 60,583,000円 97,371,736円
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ルス感染症対応
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25
26

－
商品券等発行事
業支援補助金

35,173,000円

①商業者連合組織が実施する商品券等発行事業（プレミアム
付商品券）を支援することで、市内消費の拡大を図り、新型コロ
ナウイルス感染症及び物価高騰等の影響を受けた市内経済の
活性化、市民生活の向上を図る。
②商品券等発行事業（プレミアム付商品券）に対する補助金
③補助金35,173千円（プレミアム率10%、発行冊数６万冊）
④市内事業者、市民

R5.4 R6.3

47
48

－
商品券等発行事
業支援補助金（拡
充）

127,712,000円

①商業者連合組織が実施する商品券等発行事業（プレミアム
付商品券）を支援することで、市内消費の拡大を図り、新型コロ
ナウイルス感染症及び物価高騰等の影響を受けた市内経済の
活性化、市民生活の向上を図る。
②商品券等発行事業（プレミアム付商品券）に対する補助金
③補助金127,712千円（プレミアム率拡充10%→30%、発行冊数
拡充６万冊→10万冊）
④市内事業者、市民

R5.4 R6.3

14
27
28

－
医療施設等物価
高騰対策緊急支
援事業

健康づくり推進課 48,980,000円

①コロナ禍において物価高騰の影響を受ける市内の病院、診
療所（医科・歯科）、薬局に対して、施設種別・規模に応じた緊
急支援金を交付し、事業者負担の軽減と安定的なサービス供
給を図る。
②医療施設等に対する支援金交付に係る費用（消耗品費、印
刷製本費、郵便料、補助金）
③消耗品費（事務用品）2千円、印刷製本費（送付用封筒）15
千円、郵便料63千円、補助金48,900千円（100千円×416施
設、300千円×5施設、500千円×4施設、700千円×4施設、
1,000千円×1施設　※施設種別・規模の区分ごとに金額を設
定）
④市内病院、診療所（医科・歯科）、薬局

支援施設数
病院　14施設
診療所（医科）　185施設
診療所（歯科）　123施設
薬局　108施設

R5.7 R6.3 45,474,721円 34,243,000円 11,231,721円

①コロナ禍とエネルギー・食料品価格等の物価高騰により経済的
な影響を受けいている市内の病院14施設、診療所（医科）156施
設、診療所（歯科）115施設、薬局110施設に対して、緊急支援金
を交付した。

②緊急支援金を交付することにより、事業者の負担を軽減し、事
業継続を下支えすることができた。
　今後も、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響や国・府
の支援策等を踏まえ、支援を検討していく必要がある。

15
29
30

－
介護施設等物価
高騰対策緊急支
援事業

高齢介護室 50,806,000円

①コロナ禍において物価高騰の影響を受ける市内の介護事業
所等に対して、施設種別・規模に応じた緊急支援金を交付し、
事業者負担の軽減と安定的なサービス供給を図る。
②介護事業所等に対する支援金交付に係る費用（消耗品費、
印刷製本費、郵便料、補助金、会計年度任用職員の任用に係
る費用）
③消耗品費（事務用品）2千円、印刷製本費（送付用封筒）2千
円、郵便料17千円、補助金50,140千円（30千円×278施設、
100千円×44施設、200千円×77施設、300千円×19施設、400
千円×18施設、500千円×7施設、600千円×7施設、700千円
×2施設　※施設種別・定員規模の区分ごとに金額を設定）、
会計年度任用職員の任用に係る費用（１人）645千円
④市内介護事業所等

支援施設数
介護事業所等452施設

R5.7 R6.3 48,871,782円 36,802,000円 12,069,782円

①コロナ禍とエネルギー・食料品価格等の物価高騰により経済的
な影響を受けている市内の介護事業所等434施設に対して、緊急
支援金を交付した。

②緊急支援金を交付することにより、事業者の負担を軽減し、事
業継続を下支えすることができた。
　今後も、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響や国・府
の支援策等を踏まえ、支援を検討していく必要がある。

16
31
32

－
障害者施設等物
価高騰対策緊急
支援事業

障害福祉課 26,656,000円

①コロナ禍において物価高騰の影響を受ける市内の障害福祉
サービス事業所等に対して、施設種別・規模に応じた緊急支援
金を交付し、事業者負担の軽減と安定的なサービス供給を図
る。
②障害福祉サービス事業所等に対する支援金交付に係る費用
（消耗品費、印刷製本費、郵便料、補助金、会計年度任用職員
の任用に係る費用）
③消耗品費（事務用品）2千円、印刷製本費（送付用封筒）2千
円、郵便料17千円、補助金25,990千円（30千円×133施設、
100千円×86施設、200千円×43施設、300千円×6施設、400
千円×5施設、500千円×2施設　※施設種別・定員規模の区
分ごとに金額を設定）、会計年度任用職員の任用に係る費用
（１人）645千円
④市内障害福祉サービス事業所等

支援施設数
障害福祉サービス事業所
等275施設

R5.7 R6.3 22,428,640円 16,824,000円 5,604,640円

①コロナ禍とエネルギー・食料品価格等の物価高騰により経済的
な影響を受けている市内の障害福祉サービス事業所等237施設
に対して、緊急支援金を交付した。

②緊急支援金を交付することにより、事業者の負担を軽減し、事
業継続を下支えすることができた。
　今後も、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響や国・府
の支援策等を踏まえ、支援を検討していく必要がある。

17
35
36

－
民間保育所等物
価高騰対策緊急
支援事業

保育課 16,400,000円

①コロナ禍において物価高騰の影響を受ける市内の民間保育
所等に対して、規模に応じた緊急支援金を交付し、事業者負
担の軽減と安定的なサービス供給を図る。
②民間保育所等に対する支援金交付に係る費用（補助金）
③補助金16,400千円（100千円×20施設、200千円×4施設、
300千円×8施設、400千円×28施設　※定員規模の区分ごと
に金額を設定）
④市内民間保育所、認定こども園、認可事業所内保育施設、
認可外保育施設

支援施設数
民間保育所等60施設

R5.7 R6.3 16,000,000円 12,048,000円 3,952,000円

①コロナ禍とエネルギー・食料品価格等の物価高騰により経済的
な影響を受けている市内の民間保育所等56施設に対して、緊急
支援金を交付した。

②緊急支援金を交付することにより、事業者の負担を軽減し、事
業継続を下支えすることができた。
　今後も、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響や国・府
の支援策等を踏まえ、支援を検討していく必要がある。

13 産業振興室
発行冊数　100,000冊
 消費金額　650,000千円

①市商業団体連合会による商品券事業（プレミアム率30％・発行
冊数10万冊）に対し、補助金を支給した。

②市内消費を喚起し、新型コロナウイルス感染症及び物価高騰
等の影響を受ける市内経済の活性化、市民生活の支援を図るこ
とができた。
　今後も必要な支援等について、検討していく必要がある。

159,677,857円 118,890,000円 40,787,857円
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18
39
40

－
私立幼稚園物価
高騰対策緊急支
援事業

保育課 1,600,000円

①コロナ禍において物価高騰の影響を受ける市内の私立幼稚
園に対して、規模に応じた緊急支援金を交付し、事業者負担
の軽減と安定的なサービス供給を図る。
②私立幼稚園に対する支援金交付に係る費用（補助金）
③補助金1,600千円（400千円×4施設　※定員規模の区分ごと
に金額を設定）
④市内私立幼稚園

支援施設数
私立幼稚園４施設

R5.7 R6.3 1,600,000円 1,205,000円 395,000円

①コロナ禍とエネルギー価格等の物価高騰により経済的な影響を
受けている市内の私立幼稚園４施設に対して、緊急支援金を交
付した。

②緊急支援金を交付することにより、事業者の負担を軽減し、事
業継続を下支えすることができた。
　今後も、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響や国・府
の支援策等を踏まえ、支援を検討していく必要がある。

19
53
54

17

子育て支援として
の中学校給食の
無償化【がんば
れ！子育て応援
予算】

施設給食課 144,144,000円

①市独自の子育て支援策として、中学生の時期は特に生活費
や教育費の負担が大幅に増えることを考慮し、中学校給食の
無償化（食材費の物価上昇相当額を含む。）を行うことで、物価
高騰の影響を受ける対象生徒を養育する子育て世代の経済的
負担の軽減を図る。
②無償化する給食費相当額の賄材料費、補助金（食材費の物
価上昇相当額を含む。）
③賄材料費143,898千円、補助金（アレルギー疾患により自宅
から昼食を持参している世帯への対応）246千円
＜内訳＞※支出科目ごとに端数切上げ
　　7,035千円／月（5,174人から就学援助・生活保護対象を除
く）×１か月（８月）
　　19,587千円／月（5,174人から就学援助・生活保護対象を除
く）×７か月（９月～３月）
④市立中学校に通う生徒
　※支援対象に教職員を含まない。

給食費支援対象生徒数
5,174人

R5.8 R6.3 139,501,918円 20,530,000円 72,727,000円 46,244,918円

①コロナ禍とエネルギー・食料品等の物価高騰の影響を受ける市
内の中学校生徒5,174人の保護者に対し、令和５年８月から令和
６年３月までの給食費の無償化及び給食費助成（食材費の物価
上昇相当額を含む。）を実施した。

②学校給食費の無償化や助成により、コロナ禍及び物価高騰の
影響を受ける子育て世代の経済的負担の緩和に繋がった。
　今後も、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響や国・府
の支援策等を踏まえ、支援を検討していく必要がある。

20
55
56 －

保育所等保育料
第２子以降の無償
化【がんばれ！子
育て応援予算】

保育課 72,988,000円

①コロナ禍において、保育所等保育料について、特に負担の
大きい「第２子以降の保育所等保育料」を無償化することで、物
価高騰の影響を受ける対象児童を養育する子育て世代の経済
的負担の軽減を図る。
②認可保育所等の０歳児から２歳児クラスに在籍する第２子以
降の児童の保育料無償化に係る費用（委託料、印刷製本費、
手数料、郵便料、扶助費）
③システム改修委託料660千円、印刷製本費（送付用封筒）
267千円、手数料（通知書封入・封緘）31千円、郵便料168千
円、扶助費71,862千円（１年間の対象保育料143,723千円×
1/2（６か月））
④市内の認可保育所等を利用する第２子以降の児童の保護者

第２子以降の保育料無償
化対象児童数　1,400人

R5.10 R6.3 66,249,639円 49,024,000円 17,225,639円

①コロナ禍とエネルギー・食料品等の物価高騰の影響を受ける市
内の認可保育所等を利用する第２子以降の延べ児童（延5,063
人）に対し、令和５年10月から令和６年３月までの第２子以降の保
育所等保育料の無償化を実施した。

②第2子以降の保育所等保育料の無償化を行うことにより、コロナ
禍及び物価高騰の影響を受ける子育て世代の経済的負担の緩
和に繋がった。
　今後も、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響や国・府
の支援策等を踏まえ、支援を検討していく必要がある。

21
57

－
高齢者のインフル
エンザワクチン予
防接種事業

健康づくり推進課 157,314,000円

①高齢者等に対して、季節性インフルエンザワクチンの接種費
用を助成し、経済的負担を軽減するとともに、新型コロナウイル
ス感染症と季節性インフルエンザの併発による重症化と医療提
供体制のひっ迫を防止する。
②季節性インフルエンザワクチン接種費用助成に係る費用（消
耗品費、印刷製本費、委託料、補助金）
③消耗品費（事務用品）10千円、印刷製本費（予診票等）417
千円、委託料154,729千円、補助金2,158千円
④高齢者等（対象者数68,090人（見込））

助成件数　38,208件 R5.10 R6.3 144,990,309円 108,472,000円 36,518,309円

①高齢者等35,484名の季節性インフルエンザワクチン接種費用
を助成した。

②インフルエンザワクチン接種費用を助成することにより、対象と
なる高齢者等の約5割の経済的負担を軽減することができた。ま
た、接種者が増えたことにより、新型コロナウイルス感染症と季節
性インフルエンザの併発による重症化予防と医療提供体制の
ひっ迫の未然防止につながった。
　今後も必要な支援について、国・府の支援策等を踏まえ、検討
していく必要がある。

22
58

－
年少児のインフル
エンザワクチン予
防接種事業

子育て支援課 34,612,000円

①生後６か月から中学３年生までの子どもに対して、季節性イン
フルエンザワクチンの接種費用を助成し、保護者の経済的負
担を軽減するとともに、新型コロナウイルス感染症と季節性イン
フルエンザの同時期の罹患と医療提供体制のひっ迫を防止す
る。
②季節性インフルエンザワクチン接種費用助成に係る費用（消
耗品費、印刷製本費、補助金、扶助費）
③消耗品費（事務用品）4千円、印刷製本費（助成申請書）58
千円、補助金2,889千円、扶助費31,661千円
④生後６か月から中学３年生までの子ども（対象者数26,163人
（見込））

助成件数　23,033件 R5.10 R6.3 19,213,550円 14,211,000円 5,002,550円

①生後６か月から中学３年生までの子ども延べ11,605名の季節性
インフルエンザワクチン接種費用を助成した。

②インフルエンザワクチン接種費用を助成することにより、子育て
世帯の経済的負担を軽減することができた。また、インフルエンザ
ワクチンを接種しやすい環境を整えることにより、新型コロナウイル
ス感染症と季節性インフルエンザの同時期の罹患と医療提供体
制のひっ迫の未然防止に資することができた。
　今後も必要な支援について、国・府の支援策等を踏まえ、検討
していく必要がある。
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財源内訳実施計画
Ｎｏ

総事業費に
対する執行額

新型コロナウイ
ルス感染症対応
地方創生臨時
交付金

物価高騰対応
重点支援地方
創生臨時交付
金

始期 終期①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

成果目標 財政調整基金
又は一般財源

①実施状況
②効果検証（評価）

Ｎ
ｏ

事業名
（充当事業）

担当課
総事業費

23
59

－
ねやがわ版GIGA
スクールの推進

教育指導課 109,183,000円

①１人１台端末（GIGAスクール構想）を活用した「主体的・対話
的で深い学び」の実現、家庭学習での効果的な活用を行うた
め、ねやがわ版「GIGAスクール」を推進し、コロナ禍におけるＩＣ
Ｔ教育の推進を図る。
②ICT教育環境整備に係る費用（修繕料、電話料（LTE回線使
用料）、使用料）
③修繕料4,000千円、電話料52,164千円、ソフトウェア使用料
53,019千円
④市立小中学校児童・生徒

授業における活用教員の
割合　90%

R5.4 R6.3 107,443,457円 80,906,000円 26,537,457円

①市立小中学校の児童生徒１人１台のタブレット配備を継続し、
98％の教員がタブレット端末を活用した授業を実施した。

②児童生徒１人１台タブレットが配備され、学校の授業や家庭学
習での活用、さらには、臨時休業時の活用により、全ての子どもた
ちの学びを保障する環境を整備することができた。
　今後も、授業においてタブレットを有効に活用し、「主体的・対話
的で深い学び」を実践するとともに、家庭学習や臨時休校時等に
おいても活用し、子どもたちの学習保障と考える力の育成を図っ
ていく。

24 － 25
水道料金（基本料
金）免除負担金

企画一課・
経営総務課

247,996,000円

①物価高騰等に直面する市民や事業者の経済的負担を広く
軽減するため、水道料金のうち基本料金の全額を2か月分免除
する。
②水道料金基本料金免除負担金
③免除負担金（水道事業会計への繰出し）（2か月分）247,996
千円
【内訳】
・基本料金免除：247,424千円
・料金システム設定業務委託：572千円
④公的機関を除く市内全水道契約者

個人・事業者89,915件 R6.1 R6.3 242,322,607円 182,862,000円 59,460,607円

①公的機関を除く市内の全水道契約者（89,756件）に対し、令和
６年２月・３月検針分（２か月分）に係る水道料金の基本料金の免
除を実施した。

②水道料金（基本料金）の免除により、物価高騰の影響を受けた
市民生活を支援し、経済的負担の軽減につながった。
　今後も、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響や国・府
の支援策等を踏まえ、支援を検討していく必要がある。

6,693,563,000円 5,717,636,627円 2,010,008,000円 3,246,247,000円 461,381,627円合　計


